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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は、第21期中間連結会計期間が半期報告書の提出初年度であり、当該中間連結会計期間より証券取引法

第193条の２の規定に基づく中間監査を受けているため、それ以前については記載しておりません。 

３．第20期及び第21期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、新株予約権の残高は

ありますが、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

４．当社は、平成17年６月１日付で株式１株につき10株の株式分割、平成18年９月14日付で株式１株につき５株

の株式分割、平成19年４月１日付で株式１株につき５株の株式分割を行っております。 

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期 

会計期間 

自平成17年 
６月１日 

至平成17年 
11月30日 

自平成18年 
６月１日 

至平成18年 
11月30日 

自平成19年 
６月１日 

至平成19年 
11月30日 

自平成17年 
６月１日 

至平成18年 
５月31日 

自平成18年 
６月１日 

至平成19年 
５月31日 

売上高 (百万円) － 46,090 74,387 42,904 80,406 

経常利益 (百万円) － 6,732 15,224 3,171 9,331 

中間（当期）純利益 (百万円) － 4,016 8,297 1,777 4,901 

純資産額 (百万円) － 7,425 24,094 3,413 16,226 

総資産額 (百万円) － 99,037 158,638 83,133 142,493 

１株当たり純資産額 (円) － 144,925.38 70,771.99 337,988.29 49,743.55 

１株当たり中間（当期）

純利益 
(円) － 79,534.70 24,825.79 195,229.75 17,228.61 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
(円) － － 23,843.97 － 15,812.82 

自己資本比率 (％) － 7.4 15.0 4.1 11.3 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － △14,405 8,621 △30,353 △53,793 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － 263 △350 △1,122 14 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) － 16,087 1,697 31,918 55,498 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
(百万円) － 3,694 13,437 1,749 3,469 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

－ 

（－）

90 

(13)

129 

(15)

68 

(20) 

117 

(15) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は、第21期中間会計期間が半期報告書の提出初年度であり、当該中間会計期間より証券取引法第193条

の２の規定に基づく中間監査を受けているため、それ以前については記載しておりません。 

３．第20期及び第21期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、新株予約権の残高は

ありますが、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

４．当社は、平成17年６月１日付で株式１株につき10株の株式分割、平成18年９月14日付で株式１株につき５株

の株式分割、平成19年４月１日付で株式１株につき５株の株式分割を行っております。 

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期 

会計期間 

自平成17年 
６月１日 

至平成17年 
11月30日 

自平成18年 
６月１日 

至平成18年 
11月30日 

自平成19年 
６月１日 

至平成19年 
11月30日 

自平成17年 
６月１日 

至平成18年 
５月31日 

自平成18年 
６月１日 

至平成19年 
５月31日 

売上高 (百万円) － 45,415 65,810 42,758 72,400 

経常利益 (百万円) － 7,006 15,495 3,329 9,176 

中間（当期）純利益 (百万円) － 4,116 8,370 1,905 4,869 

資本金 (百万円) － 82 4,135 82 4,120 

発行済株式総数 (株) － 50,500 335,750 10,100 323,500 

純資産額 (百万円) － 7,609 23,994 3,605 16,251 

総資産額 (百万円) － 86,670 152,699 76,137 131,621 

１株当たり純資産額 (円) － 150,690.93 71,465.34 356,940.43 50,236.92 

１株当たり中間（当期）

純利益 
(円) － 81,509.83 25,044.77 209,378.74 17,116.79 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
(円) － － 24,054.29 － 15,710.18 

１株当たり配当額 (円) － 4,000 1,500 13,500 2,800 

自己資本比率 (％) － 8.8 15.7 4.7 12.3 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
(人) 

－ 

（－）

90 

(13)

129 

(15)

68 

(20)

117 

(15) 



２【事業の内容】 

  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社の異動につきましては、「３ 関係会社の状況」をご参照ください。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

（注）１．議決権の所有割合は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。 

 ２．主要な事業の内容には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  当中間連結会計期間において、次の連結子会社が清算しております。 

 （注）１．議決権の所有割合は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。 

 ２．主要な事業の内容には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内容 

議決
権の 
所有
割合 
(％) 

関係内容 

（連結子会社）           

合同会社青海シーサイド

プロジェクト (注)１ 

東京都 

千代田区 
1 不動産開発事業 － 

有限責任中間法人青海シーサイドプ

ロジェクトの全額出資会社 

当社は匿名組合出資しております。 

有限責任中間法人青海シ

ーサイドプロジェクト 

(注)１ 

東京都 

千代田区 
3 不動産開発事業 － 当社全額出資  

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内容

議決 
権の 
所有 
割合
（％）

関係内容 

 （連結子会社）           

有限会社東山レジデンシ

ャルタワーズ 

東京都 

港区 
3 資産活性化事業 100.0 

当社全額出資 

平成19年９月14日清算結了 

有限責任中間法人立川・

武蔵村山レジデンシャル

パーク開発研究会  

(注)１        

東京都 

千代田区 
6 資産活性化事業 － 

当社全額出資 

平成19年９月20日清算結了 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．当社グループ（当社及び連結子会社）では、事業の種類別セグメント毎の経営組織体系を有しておらず、同

一の従業員が複数の事業に従事しております。 

２．従業員数は就業人員であり、執行役員を含み、使用人兼務取締役は含んでおりません。臨時従業員は、当中

間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）  従業員数は就業人員であり、執行役員を含み、使用人兼務取締役は含んでおりません。臨時従業員は、当中間

会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

(3）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  平成19年11月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

不動産開発事業  

101（11） 資産活性化事業  

賃貸その他事業  

全社（共通） 28 (４） 

合計 129（15） 

  平成19年11月30日現在

従業員数（人） 129（15） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間連結会計期間における我が国の経済は、平成19年７月以降に顕在化したサブプライムローン（信用力の低

い個人向け住宅融資）問題により、アメリカ経済のみならず世界的な信用収縮への懸念が広がり、経済全体に対す

る負の影響が計り知れない混沌とした状態となりました。併せて、円高及び原油高の影響を受け平成19年10月の景

気動向指数（内閣府）は一致指数及び遅行指数で50％を上回っているものの、先行指数が18.2％と３ヶ月連続で

50％を下回っており、予断を許さない状況にあります。一方で、平成19年11月月例経済報告（内閣府）によると、

基調判断として「一部に弱さがみられるものの、回復している」とされております。サブプライムローン問題の最

終処理と、好調な企業収益が個人消費へ繋がるか否かが、今後の経済に大きな変化を与える状態にあります。 

 当社グループが属する不動産業界につきましては、概ね好調を維持できました。しかし、数々の偽装事件を受け

て、平成19年６月20日に施行されました改正建築基準法の影響を受け、住宅着工数は減少傾向にあります。併せて

金融商品取引法の施行等に見られますように、総じて業界全体として企業の遵法性並びに提供する製商品及びサー

ビスの質が強く求められる傾向にあります。マンション分譲に関しましては、消費者は従来の立地や企画の差別化

だけでなく、遵法性と質という企業への評価を重要視する傾向が顕著になりました。一方で販売状況は団塊ジュニ

ア世代やシニア世代の購買意欲は依然として継続している状況であります 

 このような環境の中、当社グループは、不動産開発事業では、都心ザインマンションで培った当社グループの企

画力やデザイン力を、ハイクオリティ郊外ファミリーマンション、オフィスビル、商業施設、研修施設、リゾート

開発等に活かした活動を行いました。事業を順次に安定して開始することで、中長期に渡り「豊かな空間」を社会

に提供し続ける体制を整えました。資産活性化事業では、不動産を取り巻く環境を敏感に察知し、収益不動産再生

案件及び土地再開発案件ともに、取捨選択の判断を俊敏に行いました。事業用地の取得に関しては、不動産鑑定力

を素地としている当社グループは、強みである「分析力」「企画力」を活かし、慎重且つ着実に活動を行いまし

た。また、デザイン性と機能性の追求に加え、高い品質性とアフターサービスの充実を実現する体制作りを行い、

顧客に真の満足感を提供できるディベロッパーとして、企業価値の拡大を図るべく活動を行ってまいりました。 

 これらの結果、当中間連結会計期間は、売上高74,387百万円（前中間連結会計期間比61.4%増）、営業利益17,981

百万円（同108.4%増）、経常利益15,224百万円（同126.1%増）、中間純利益は8,297百万円（同106.6%増）となり

ました。 

 当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（不動産開発事業） 

  不動産開発事業は、個別分譲として「ロッソ レガーロ（東京都町田市）」、「ヴェントマーレ（千葉県千葉

市）」、一棟売りとして「北品川プロジェクト」、「西新宿プロジェクト」の引渡しを行いました。結果としまし

て、売上高は5,229百万円（前中間連結会計期間比36.7%減）、営業損失は498百万円（前中間連結会計期間は662百

万円の営業利益）となりました。 

（資産活性化事業） 

  資産活性化事業は、不動産を取り巻く市況を踏まえプロジェクトの引渡を完了させ、売上高は68,858百万円（前

中間連結会計期間比83.6%増）、営業利益は19,898百万円（同130.6%増）となりました。 

（賃貸その他事業） 

  当社グループ所有の資産を賃貸に供する当該事業におきましては、概ね高稼働率で推移しております。結果と

して、売上高は299百万円（前中間連結会計期間比9.1%減）、営業利益は72百万円（同43.5%減）となりました。 

 (2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前中間純利益15,139百

万円が大きな要因として、期首残高と比べて9,968百万円増加し13,437百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各活動別の主な要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動により獲得した資金は8,621百万円（前中間連結会計期間は14,405百万円の流出）となりました。これ

は主として、たな卸資産の増加で3,875百万円減少した一方で、税金等調整前中間純利益により15,139百万円増加

したことによります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動により流出した資金は350百万円（前中間連結会計期間は263百万円の獲得）となりました。主な支出

は本社移転に伴う固定資産の取得やソフトウェアの開発による固定資産の増加107百万円及び敷金の払込み269百万

円であります。 



（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動により獲得した資金は1,697百万円（前中間連結会計期間は16,087百万円の獲得）となりました。主な

要因は短期借入金及び長期借入金の増加による64,300百万円の収入と、借入金の返済による62,228百万円の支出と

の差額2,072百万円であります。その他、配当金の支払いとしまして640百万円支出しております。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）販売実績 

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実

績に対する割合は以下の通りであります。 

(2）契約実績 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業 項目 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 前年同期比

（％） 

金額（百万円） 金額（百万円） 

不動産開発事業 

 マンション分譲 8,262 3,614 △56.3 

 マンション一棟売り 0 1,615 － 

 小 計 8,262 5,229 △36.7 

 資産活性化事業 37,497 68,858 83.6 

 賃貸その他事業 329 299 △9.1 

合 計 46,090 74,387 61.4 

相手先㈱ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

金額 (百万円) 割合（％） 金額 (百万円) 割合（％） 

 ジーピーティー特定

目的会社 
9,722 21.1 － － 

 宗教法人真如苑 6,002 13.0 － － 

 ㈱リテック・コンサ

ルタンツ 
5,416 11.8 － － 

 千駄ヶ谷開発特定目

的会社 
－ － 11,883 15.9 

事業 項目 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 前年同期比

（％） 

数量 金額（百万円） 数量 金額（百万円） 

不動産開発事業 

マンション分譲（戸） 143 4,849 824 24,766 410.7 

マンション一棟売り（棟） － － 2 1,615 － 

小 計 － 4,849 － 26,381 444.0 

資産活性化事業（件数） 18 33,633 29 66,180 96.8 

賃貸その他事業 － － － － － 

合 計 － 38,482 － 92,562 140.5 



(3）契約残高 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業 項目 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 前年同期比

（％） 

数量 金額（百万円） 数量 金額（百万円） 

不動産開発事業 

マンション分譲（戸） 122 4,017 1,008 30,710 664.5 

マンション一棟売り（棟） － － － － － 

小 計 － 4,017 － 30,710 664.5 

資産活性化事業（件数） 4 7,082 2 3,469 △51.0 

賃貸その他事業 － － － － － 

合 計 － 11,099 － 34,179 207.9 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の拡充及び除却等について完了した

ものは、次のとおりであります。 

 株式会社プロパストにおいて、本社移転に伴う設備の新設につきましては、平成19年11月に完了しました。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(注) 「提出日現在発行数」欄には、平成20年２月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

     旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次の①～②のとおりであり、会社法 

    第239条の規定に基づき発行した新株予約権は次の③のとおりであります。 

 ①平成17年11月10日開催の臨時株主総会決議及び平成17年11月28日開催の取締役会決議 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 977,500 

計 977,500 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 

(平成19年11月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成20年２月15日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 335,750 346,500 ジャスダック証券取引所 － 

計 335,750 346,500 － － 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年11月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成20年１月31日） 

新株予約権の数（個） 209 11 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,225 275 

新株予約権の行使時の払込金額（円） (１株当たり)6,000 (１株当たり)6,000 

新株予約権の行使期間 
 平成19年12月１日～ 

  平成24年11月30日 

 平成19年12月１日～ 

  平成24年11月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格 6,000 

資本組入額 3,000 

 発行価格 6,000 

資本組入額 3,000 

新株予約権の行使の条件 （注）５イ～ニ （注）５イ～ニ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

るものとする。 

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

るものとする。 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)６ (注)６ 



 ②平成17年11月10日開催の臨時株主総会決議及び平成18年4月24日開催の取締役会決議 

 ③平成18年８月28日開催の定時株主総会決議及び平成18年８月28日開催の取締役会決議 

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、25株であります。 

      ２．新株予約権の数は、退職により行使不能となったものを除いて記載しております。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年11月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成20年１月31日） 

新株予約権の数（個） 238 6 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,950 150 

新株予約権の行使時の払込金額（円） (１株当たり)6,000 (１株当たり)6,000 

新株予約権の行使期間 
 平成19年12月１日～ 

  平成24年11月30日 

 平成19年12月１日～ 

  平成24年11月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格 6,000 

資本組入額 3,000 

 発行価格 6,000 

資本組入額 3,000 

新株予約権の行使の条件 （注）５イ～ニ （注）５イ～ニ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

るものとする。 

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

るものとする。 

代用払込みに関する事項   －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)６ (注)６ 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年11月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成20年１月31日） 

新株予約権の数（個） 168 168 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,200 4,200 

新株予約権の行使時の払込金額（円） (１株当たり)124,000 (１株当たり)124,000 

新株予約権の行使期間 
 平成20年11月１日～ 

  平成25年10月31日 

 平成20年11月１日～ 

  平成25年10月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

 発行価格 124,000 

資本組入額   62,000 

 発行価格 124,000 

資本組入額   62,000 

新株予約権の行使の条件 （注）５イ～ニ （注）５イ～ニ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

るものとする。 

新株予約権を譲渡するに

は取締役会の承認を要す

るものとする。 

代用払込みに関する事項   －  － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)６ (注)６ 



３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、当該基準日の翌日において次の算式により新株予約権１個当たりの

目的たる株式の数を調整するものとします。かかる調整は各新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていな

い新株予約権１個当たりの目的たる株式数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、こ

れを切捨てます。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（又は併合）の比率 

 上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に

準じて新株予約権１個当たりの目的たる株式の数を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で新株予約権１

個当たりの目的たる株式の数を調整するものとします。 

 ４．新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、当該基準日の翌日において次の算式により

払込価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 また、時価（ただし、当社普通株式にかかる株券がいずれかの証券取引所に上場される前においては、その時

点における調整前払込価額を時価とみなす。）を下回る価額での新株の発行（新株予約権による権利行使の場合

を含まない。）又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生ずる１円未

満の端数は切り上げます。 

 なお、次の算式において、既発行株式数とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数を控除し

た数をいうものとします。 

 上記のほか、新株予約権発行後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場

合、その他これらの場合に準じて払込価額を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で払込価額を調整す

るものとします。 

 ５．新株予約権の行使条件は次の通りであります。 

ィ 対象者は、権利行使時において当社又は当社の関係会社の取締役・監査役又は従業員であることを要し、

それ以外の場合には新株予約権を行使できないものとします。なお、当社又は当社の関係会社の取締役・監

査役を任期満了により退任した場合、従業員が定年若しくは会社都合で退職した場合、その他対象者の退任

又は退職後の権利行使につき正当な理由があると取締役会が認めた場合はこの限りではございません。  

 ロ 対象者の相続人による行使は認めません。  

 ハ 対象者は、その割当数の一部又は全部を行使することができます。ただし、各新株予約権の１個未満の行

使はできないものとします。  

 ニ その他の新株予約権の行使条件は、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところと 

  します。 

 ６．当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行う場合、各新株予約権の内容に準じた完全親会社の新

株予約権を交付するものとされています。但し、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の

払込金額は、株式交換又は株式移転の比率に応じて調整されます。 

調整後払込価額  ＝ 調整前払込価額 × 
１  

分割（又は併合）の比率 

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数  

又は処分自己株式数 
× 

１株当たり払込価額 

又は処分価額 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × １株当たり時価 

        既発行株式数 ＋ 新規発行株式数又は処分自己株式数 



(3）【ライツプランの内容】 

         該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

   (注)  １.新株予約権の行使による増加であります。 

      ２.平成19年12月１日から平成20年１月31日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式総数が10,750株、

資本金及び資本準備金がそれぞれ32百万円増加しております。 

(5）【大株主の状況】 

  (注)１. 上記、日本マスタートラスト信託銀行㈱、日本トラスティ・サービス信託銀行㈱、資産管理サービス信託銀

行㈱の所有株式は、全て信託業務に係る株式であります。 

    ２. 日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の所有株式は、同社(信託口)8,314株、同社(信託口4)1,368株の合計に

より記載しております。 

    ３. 資産管理サービス信託銀行㈱の所有株式は、同社(金銭信託課税口)891株、同社(証券投資信託口)1,772株、

同社(年金特金口)445株、同社(信託B口)1,045株の合計により記載しております。 

    ４. インベスコ投信投資顧問株式会社から、平成19年10月19日付の変更報告書の写しの送付があり、平成19年10

月15日現在で10,957株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として中間期間末時点における実質

所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

 なお、インベスコ投信投資顧問株式会社の変更報告書の内容は以下の通りであります。 

  保有者        インベスコ投信投資顧問株式会社 

  住所         東京都港区虎ノ門4-3-1 

    保有株券等の数    株式10,957株 

    株券等保有割合    3.27％ 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成19年６月１日～ 

平成19年11月30日 
12,250 335,750 15  4,135 15  4,085 

  平成19年11月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 森 俊一  東京都稲城市 147,500 43.93 

 ㈲ ツイン・ウッズ  東京都稲城市向陽台1-18-5 25,000 7.44 

 日本マスタートラスト信

託銀行㈱ 
 東京都港区浜松町2-11-3 14,326 4.26 

 森 ひとみ  東京都稲城市 13,500 4.02 

 日本トラスティ・サービ

ス信託銀行㈱ 
 東京都中央区晴海1-8-11 9,682 2.88 

 戸室 敦夫  東京都八王子市 9,375 2.79 

 小森 伸武哉  東京都江東区 7,575 2.25 

 齊藤 友子 東京都新宿区 7,250 2.15 

 津江 真行  神奈川県横浜市 5,000 1.48 

 資産管理サービス信託銀

行㈱ 
 東京都中央区晴海1-8-12 4,153 1.23 

計 － 243,361 72.48 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

（１）新任役員 

   該当事項はありません。 

（２）退任役員 

   該当事項はありません。 

（３）役職の異動 

  平成19年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他）  普通株式 335,750 335,750 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 335,750 － － 

総株主の議決権 － 335,750 － 

  平成19年11月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成19年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高（円） 236,000 248,000 182,000 176,000 218,000 201,000 

最低（円） 206,000 178,000 133,000 109,000 167,000 133,000 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

   専務取締役       －    専務取締役 ファイナンス部長    齊藤 友子 平成19年11月９日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年６月１日から平

成19年11月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで）の中

間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年11月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１ 現金及び預金 ※２   3,937     13,497     3,584   

２ 受取手形及び売掛
金 

    12     339     100   

３ たな卸資産 ※2,3   87,944     134,264     130,389   

４ その他     1,399     4,479     2,813   

  貸倒引当金     △2     △4     △3   

流動資産合計     93,291 94.2   152,577 96.2   136,884 96.1 

Ⅱ 固定資産                     

１ 有形固定資産 
※

1,2,3 
  4,492     4,650     4,497   

２ 無形固定資産     267     72     54   

３ 投資その他の資産     985     1,337     1,056   

  貸倒引当金     －     △0     －   

固定資産合計     5,745 5.8   6,060 3.8   5,608 3.9 

資産合計     99,037 100.0   158,638 100.0   142,493 100.0 

          

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 支払手形及び買掛
金 

    1,503     3,010     1,643   

２ 短期借入金 ※２   10,428     18,160     14,558   

３ 一年以内返済予定
長期借入金 

※２   12,192     37,491     30,425   

４ 賞与引当金     379     927     340   

５ 役員賞与引当金     17     63     43   

６ その他 ※２   5,906     12,773     7,583   

流動負債合計     30,428 30.7   72,427 45.7   54,595 38.3 

Ⅱ 固定負債                     

１ 長期借入金 ※２   59,908     60,476     69,072   

２ 退職給付引当金     6     8     7   

３ その他 ※２   1,269     1,631     2,590   

固定負債合計     61,184 61.8   62,116 39.1   71,670 50.3 

負債合計     91,612 92.5   134,544 84.8   126,266 88.6 

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年11月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     82 0.1   4,135 2.6   4,120 2.9 

２ 資本剰余金     32 0.0   4,085 2.6   4,070 2.9 

３ 利益剰余金     7,211 7.3   15,544 9.8   7,894 5.5 

株主資本合計     7,326 7.4   23,766 15.0   16,084 11.3 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

  １ その他有価証券
評価差額金 

    － －   1 0.0   13 0.0 

２ 繰延ヘッジ損益     △7 △0.0   △6 △0.0   △6 △0.0 

評価・換算差額等合
計 

    △7 △0.0   △4 △0.0   7 0.0 

Ⅲ 少数株主持分     106 0.1   332 0.2   134 0.1 

純資産合計     7,425 7.5   24,094 15.2   16,226 11.4 

負債純資産合計     99,037 100.0   158,638 100.0   142,493 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     46,090 100.0   74,387 100.0   80,406 100.0 

Ⅱ 売上原価     34,730 75.4   50,696 68.2   61,426 76.4 

売上総利益     11,359 24.6   23,691 31.8   18,979 23.6 

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

※１   2,731 5.9   5,709 7.6   5,555 6.9 

営業利益     8,627 18.7   17,981 24.2   13,424 16.7 

Ⅳ 営業外収益                     

１ 受取利息   2     6     3     

２ 解約違約金収
入 

  8     4     29     

３ その他   3 15 0.0 4 14 0.0 40 73 0.1 

Ⅴ 営業外費用                     

１ 支払利息   977     1,933     2,320     

２ 融資手数料   881     802     1,734     

３ 持分法による
投資損失 

  32     21     46     

４ その他   19 1,910 4.1 13 2,771 3.7 65 4,166 5.2 

経常利益     6,732 14.6   15,224 20.5   9,331 11.6 

Ⅵ 特別損失                     

１ 固定資産売却
損 

  －     －     0     

２ 固定資産除却
損 

※２ 8     －     8     

３ 減損損失 ※３ －     －     181     

４ 本社移転費   － 8 0.0 85 85 0.1 － 189 0.2 

税金等調整前
中間（当期）
純利益 

    6,723 14.6   15,139 20.4   9,141 11.4 

法人税、住民
税及び事業税 

  3,074     7,420     4,666     

法人税等調整
額 

  △363 2,710 5.9 △540 6,879 9.2 △404 4,262 5.3 

少数株主損失     3 0.0   37 0.0   21 0.0 

中間（当期）
純利益 

    4,016 8.7   8,297 11.2   4,901 6.1 

              



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日） 

 

株主資本 
評価・換算 
差額等 

少数株主 
持分 

純資産 
合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 
株主資本 
合計 

繰延ヘッジ
損益 

平成18年５月31日 残高（百万円） 82 32 3,306 3,421 △7 ― 3,413 

中間連結会計期間中の変動額              

剰余金の配当     △111 △111     △111 

中間純利益     4,016 4,016     4,016 

株主資本以外の 
項目の中間連結会計期間中の変動
額(純額) 

        △0 106 106 

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円） 

― ― 3,905 3,905 △0 106 4,011 

平成18年11月30日 残高（百万円） 82 32 7,211 7,326 △7 106 7,425 

 

株主資本   
評価・換算
差額等  

  
少数株主 
持分 

純資産 
合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金
株主資本 
合計 

その他有
価証券評価
差額金 

繰延ヘッジ
損益  

評価・換算
差額等合

計  

平成19年５月31日 残高（百万円） 4,120 4,070 7,894 16,084 13 △6 7 134 16,226 

中間連結会計期間中の変動額                  

新株の発行 15 15   31         31 

剰余金の配当     △647 △647         △647 

中間純利益     8,297 8,297         8,297 

株主資本以外の 
項目の中間連結会計期間中の変動
額(純額) 

        △11 △0 △12 197 185 

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円） 

15 15 7,650 7,682 △11 △0 △12 197 7,867 

平成19年11月30日 残高（百万円） 4,135 4,085 15,544 23,766 1 △6 △4 332 24,094 

 

株主資本 評価・換算差額等 

少数株主 
持分 

純資産 
合計 

資本金 
資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

株主資本 
合計 

その他有
価証券評
価差額金 

繰延ヘッ
ジ損益 

評価・換
算差額等
合計 

平成18年５月31日 残高（百万円) 82 32 3,306 3,421 ― △7 △7 ― 3,413 

連結会計年度中の変動額                  

新株の発行 4,037 4,037   8,075         8,075 

剰余金の配当     △313 △313         △313 

当期純利益     4,901 4,901         4,901 

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額(純額) 

        13 1 15 134 150 

連結会計年度中の変動額 
合計（百万円） 

4,037 4,037 4,588 12,663 13 1 15 134 12,813 

平成19年５月31日 残高（百万円) 4,120 4,070 7,894 16,084 13 △6 7 134 16,226 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

税金等調整前中間
（当期）純利益 

  6,723 15,139 9,141 

減価償却費   54 71 128 

のれん償却額   45 － 90 

減損損失    － － 181 

持分法による投資損
失 

  32 21 46 

固定資産除却損   8 － 8 

株式交付費   － 1 35 

受取利息及び受取配
当金 

  △3 △7 △4 

支払利息   977 1,933 2,320 

融資手数料   881 802 1,734 

売上債権の増減額   15 △239 △73 

仮払金の増減額   236 83 97 

退職給付引当金の増
減額 

  1 0 2 

たな卸資産の増減額   △15,029 △3,875 △57,546 

未収入金の増減額   978 △291 976 

前払費用の増減額   135 △1,082 △910 

前渡金の増減額   － △230 － 

仕入債務の増減額   △5,375 1,366 △5,235 

未払金の増減額   △47 △472 1,131 

賞与引当金の増減額   181 587 143 

前受金の増減額   △1,551 1,713 △1,503 

預り敷金の増減額   672 △658 795 

長期未払金の増減額   － △299 1,198 

その他   △37 611 △107 

小計   △11,099 15,176 △47,349 

利息及び配当金の受
取額 

  3 7 4 

利息の支払額   △993 △1,855 △2,399 

法人税等の支払額   △1,429 △3,901 △2,307 

その他   △885 △805 △1,741 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △14,405 8,621 △53,793 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

定期預金の増減額   501 55 766 

有形固定資産の取得
による支出 

  △22 △84 △243 

有形固定資産の売却
による収入 

  － － 0 

無形固定資産の取得
による支出 

  △24 △23 △42 

出資金の払込による
支出 

  － － △2 

関連会社への払込に
よる支出 

  － － △87 

投資有価証券の取得
による支出 

  △175 △41 △360 

関係会社株式の取得
による支出 

  － △0 － 

敷金の払込による支
出 

  － △269 － 

敷金の返還による収
入 

  － 10 － 

その他   △16 2 △16 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  263 △350 14 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

短期借入による収入   13,453 26,216 36,983 

短期借入金の返済に
よる支出 

  △13,175 △21,807 △32,575 

長期借入による収入   39,499 38,083 89,794 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △23,688 △40,420 △46,586 

株式の発行による収
入 

  － 30 8,039 

少数株主からの払込
による収入 

  110 235 178 

配当金の支払額   △111 △640 △313 

その他   － － △21 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  16,087 1,697 55,498 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  1,945 9,968 1,719 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,749 3,469 1,749 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※１ 3,694 13,437 3,469 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 10社 

連結子会社の名称 

有限会社立川・武蔵村山レジ

デンシャルパーク 

有限責任中間法人立川・武蔵

村山レジデンシャルパーク開

発研究会 

合同会社タワープレイス東陽

町 

有限会社東山レジデンシャル

タワーズ 

有限責任中間法人多摩永山情

報教育センター研究会 

有限会社多摩永山情報教育セ

ンター 

有限責任中間法人東雲レジデ

ンシャルタワー開発研究会 

有限会社東雲レジデンシャル

タワー 

有限責任中間法人ＳＳＰ 

ＳＳＰ特定目的会社 

 有限責任中間法人多摩永山情

報教育センター研究会、有限会

社多摩永山情報教育センター、

有限責任中間法人東雲レジデン

シャルタワー開発研究会、有限

会社東雲レジデンシャルタワ

ー、有限責任中間法人ＳＳＰ、

ＳＳＰ特定目的会社について

は、当中間連結会計期間におい

て新たに設立したため、連結の

範囲に含めております。 

 従来まで連結子会社であった

有限責任中間法人有明・台場タ

ワーマンション開発研究会は平

成18年11月28日をもって清算

し、中間連結決算日において連

結子会社ではなくなっておりま

すが、連結子会社であった期間

の損益計算書は連結の範囲に含

めております。 

 従来まで連結子会社であった

有限会社有明レジデンシャルタ

ワーズは平成18年11月27日をも

って清算し、中間連結決算日に

おいて連結子会社ではなくなっ

ておりますが、連結子会社であ

った期間の損益計算書は連結の

範囲に含めております。 

(1）連結子会社の数  12社 

連結子会社の名称 

    合同会社タワープレイス東陽

    町 

    有限責任中間法人多摩永山情

       報教育センター研究会 

       有限会社多摩永山情報教育セ

       ンター 

有限責任中間法人東雲レジデ

ンシャルタワー開発研究会 

有限会社東雲レジデンシャル

タワー 

有限責任中間法人ＳＳＰ 

ＳＳＰ特定目的会社 

       三浦プロジェクト有限責任中

       間法人 

       三浦初声特定目的会社 

       合同会社トラストワンビル 

       合同会社青海シーサイドプロ

    ジェクト 

     有限責任中間法人青海シーサ

    イドプロジェクト 

 合同会社青海シーサイドプロ

ジェクト、有限責任中間法人青

海シーサイドプロジェクトにつ

いては、当中間連結会計期間に

おいて新たに設立したため、連

結の範囲に含めております。 

 従来まで連結子会社であった

有限会社東山レジデンシャルタ

ワーズは平成19年９月14日をも

って清算し、中間連結決算日に

おいて連結子会社ではなくなっ

ておりますが、連結子会社であ

った期間の損益計算書は連結の

範囲に含めております。 

 従来まで連結子会社であった

有限責任中間法人立川・武蔵村

山レジデンシャルパーク開発研

究会は平成19年９月20日をもっ

て清算し、中間連結決算日にお

いて連結子会社ではなくなって

おりますが、連結子会社であっ

た期間の損益計算書は連結の範

囲に含めております。 

     有限責任中間法人多摩永山情 

  報教育センター研究会、有限会 

  社多摩永山情報教育センターは 

  平成19年10月12日をもって解散 

  を決議しております。 

(1）連結子会社の数 12社 

連結子会社の名称 

有限責任中間法人立川・武蔵

村山レジデンシャルパーク開

発研究会 

合同会社タワープレイス東陽

町 

有限会社東山レジデンシャル

タワーズ 

有限責任中間法人多摩永山情

報教育センター研究会 

有限会社多摩永山情報教育セ

ンター 

有限責任中間法人東雲レジデ

ンシャルタワー開発研究会 

有限会社東雲レジデンシャル

タワー 

有限責任中間法人ＳＳＰ 

ＳＳＰ特定目的会社 

三浦プロジェクト有限責任中

間法人 

三浦初声特定目的会社 

合同会社トラストワンビル 

 有限責任中間法人多摩永山情

報教育センター研究会、有限会

社多摩永山情報教育センター、

有限責任中間法人東雲レジデン

シャルタワー開発研究会、有限

会社東雲レジデンシャルタワ

ー、有限責任中間法人ＳＳＰ、

ＳＳＰ特定目的会社、三浦プロ

ジェクト有限責任中間法人、三

浦初声特定目的会社、合同会社

トラストワンビルについては、

当連結会計年度において新たに

設立したため、連結の範囲に含

めております。 

 従来まで連結子会社であった

有限責任中間法人有明・台場タ

ワーマンション開発研究会は平

成18年11月28日をもって清算

し、連結決算日において連結子

会社ではなくなっております

が、連結子会社であった期間の

損益計算書は連結の範囲に含め

ております。 

 従来まで連結子会社であった

有限会社有明レジデンシャルタ

ワーズは平成18年11月27日をも

って清算し、連結決算日におい

て連結子会社ではなくなってお

りますが、連結子会社であった

期間の損益計算書は連結の範囲

に含めております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

       従来まで連結子会社であった

有限会社立川・武蔵村山レジデ

ンシャルパークは平成19年４月

６日をもって清算し、連結決算

日において連結子会社ではなく

なっておりますが、連結子会社

であった期間の損益計算書は連

結の範囲に含めております。 

 有限責任中間法人立川・武蔵

村山レジデンシャルパーク開発

研究会は平成19年３月14日をも

って解散を決議しております。

 合同会社タワープレイス東陽

町は平成19年４月30日をもって

解散を決議しております。 

 有限会社東山レジデンシャル

タワーズは平成19年５月21日を

もって解散を決議しておりま

す。 

  (2）非連結子会社の名称等 

該当事項はありません。 

(2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社の名称 

    株式会社ラクスマリーナ 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は小規模であ

り、総資産、売上高、中間純損

益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

(2）非連結子会社の名称等 

該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用の関連会社数 ２社 

持分法適用の関連会社の名称 

有明開発特定目的会社 

有明プロジェクト有限責任中間法

人 

持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異な

る会社については、各社の中間

会計期間に係る中間財務諸表を

使用しております。 

持分法適用の関連会社数 ２社 

持分法適用の関連会社の名称 

有明開発特定目的会社 

有明プロジェクト有限責任中間法

人 

    同左 

持分法適用の関連会社数 ２社 

持分法適用の関連会社の名称 

有明開発特定目的会社 

有明プロジェクト有限責任中間法

人 

持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社に

ついては、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用しておりま

す。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社のうち合同会社タワー

プレイス東陽町、有限会社東雲レジ

デンシャルタワー、有限責任中間法

人東雲レジデンシャルタワー開発研

究会、ＳＳＰ特定目的会社及び有限

責任中間法人ＳＳＰの中間決算日は

10月31日であります。 

連結子会社のうち有限会社多摩永

山情報教育センター及び有限責任中

間法人多摩永山情報教育センター研

究会の中間決算日は８月31日であり

ます。 

中間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、各連結子会社の中間決算日現

在の財務諸表を使用しております。

ただし、各子会社の中間決算日から

中間連結決算日までの期間に発生し

た重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

連結子会社のうち合同会社タワー

プレイス東陽町、有限会社東雲レジ

デンシャルタワー、有限責任中間法

人東雲レジデンシャルタワー開発研

究会、ＳＳＰ特定目的会社、有限責

任中間法人ＳＳＰ、三浦初声特定目

的会社及び三浦プロジェクト有限責

任中間法人の中間決算日は10月31日

であります。 

連結子会社のうち有限会社多摩永

山情報教育センター及び有限責任中

間法人多摩永山情報教育センター研

究会の中間決算日は８月31日であり

ます。 

  連結子会社のうち合同会社トラス

 トワンビル、合同会社青海シーサイ

 ドプロジェクト及び有限責任中間法

 人青海シーサイドプロジェクトの中

 間決算日は９月30日であります。 

連結子会社のうち合同会社タワー

プレイス東陽町、有限会社東雲レジ

デンシャルタワー、有限責任中間法

人東雲レジデンシャルタワー開発研

究会、ＳＳＰ特定目的会社、有限責

任中間法人ＳＳＰ、三浦初声特定目

的会社及び三浦プロジェクト有限責

任中間法人の決算日は４月30日であ

ります。 

連結子会社のうち有限会社多摩永

山情報教育センター及び有限責任中

間法人多摩永山情報教育センター研

究会の中間決算日は２月28日であり

ます。 

連結子会社のうち合同会社トラス

トワンビルの決算日は３月31日であ

ります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

  有限会社立川・武蔵村山レジデン

シャルパーク、有限責任中間法人立

川・武蔵村山レジデンシャルパーク

開発研究会及び有限会社東山レジデ

ンシャルタワーズの中間決算日は中

間連結決算日と一致しております。

中間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、各連結子会社の中間決算日現

在の財務諸表を使用しております。

ただし、各子会社の中間決算日から

中間連結決算日までの期間に発生し

た重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

連結財務諸表の作成に当たって

は、各連結子会社の決算日現在の財

務諸表を使用しております。ただ

し、各子会社の決算日から連結決算

日までの期間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整を行

っております。 

有限責任中間法人立川・武蔵村山

レジデンシャルパーク開発研究会及

び有限会社東山レジデンシャルタワ

ーズの決算日は連結決算日と一致し

ております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

     

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 

 その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

① 有価証券 

 その他有価証券 

     時価のあるもの 

       中間決算日の市場価格等に基

       づく時価法（評価差額は全部

       純資産直入法により処理し、

       売却原価は移動平均法により

       算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

① 有価証券 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

    同左 

  ② たな卸資産 

販売用不動産及び仕掛販売用不

動産 

個別法による原価法 

 貯蔵品 

終仕入原価法 

② たな卸資産 

販売用不動産及び仕掛販売用不

動産 

    同左 

 貯蔵品 

    同左 

② たな卸資産 

販売用不動産及び仕掛販売用不

動産 

 同左 

 貯蔵品 

 同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物       10～50年

車両運搬具      ６年

器具及び備品   ３～15年

① 有形固定資産 

建物（建物附属設備は除く） 

イ 平成10年３月31日以前に取

  得したもの 

  旧定率法 

ロ 平成10年４月１日から平成

    19年３月31日までに取得し

    たもの 

  旧定額法 

ハ 平成19年４月１日以降に取

    得したもの 

         定額法 

    建物以外 

     イ 平成19年３月31日以前に取

         得したもの 

         旧定率法 

     ロ 平成19年４月１日以降に取

         得したもの 

         定率法 

       なお、主な耐用年数は以下 

      のとおりであります。 

        建物     10～50年 

        車両運搬具    ６年 

        器具及び備品 ３～15年 

① 有形固定資産 

建物（建物附属設備は除く） 

       同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 建物以外 

       同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

     （追加情報）  

 法人税法の改正に伴い、平成

19年3月31日以前に取得した資

産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の5％に達し

た連結会計年度の翌連結会計年

度より、取得価額の5％相当額

と備忘価額との差額を5年間に

わたって均等償却し、減価償却

費に含めて計上しています。 

 これによる損益に与える影響

は軽微であります。   

（固定資産の減価償却方法の変更）

 平成19年度の法人税法の改正

（（所得税法等の一部を改正す

る法律 平成19年３月30日 法

律第６号）及び（法人税法施行

令の一部を改正する政令 平成

19年３月30日政令第83号））に

伴い、平成19年４月１日以降に

取得したものについては、改正

後の法人税法に基づく方法に変

更しております。 

 これによる損益に与える影響

は軽微であります。   

  ② 無形固定資産 

自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法 

② 無形固定資産 

     同左 

② 無形固定資産 

 同左 

(3）重要な繰延資産の処理

方法 

 株式交付費は、支出時に全額費用

として計上しております。 

       同左        同左 

  

(4）重要な引当金の計上方

法 

① 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については、貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

① 貸倒引当金 

      同左 

① 貸倒引当金 

 同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるた

め、賞与支給見込額のうち当中間

連結会計期間に負担すべき額を計

上しております。 

② 賞与引当金 

      同左 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるた

め、賞与支給見込額のうち当連結

会計年度に負担すべき額を計上し

ております。 

  ③ 役員賞与引当金 

 役員の賞与支給に備えるため、

賞与支給見込額のうち当中間連結

会計期間に負担すべき額を計上し

ております。 

③ 役員賞与引当金 

      同左 

③ 役員賞与引当金 

 役員の賞与支給に備えるため、

賞与支給見込額のうち当連結会計

年度に負担すべき額を計上してお

ります。 

  ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、「退職給付会計に関する実務

指針（中間報告）」（日本公認会

計士協会 会計制度委員会報告第

13号）に定める簡便法（期末自己

都合要支給額を退職給付債務とす

る方法）により、当中間連結会計

期間において発生していると認め

られる額を計上しております。 

④ 退職給付引当金 

      同左 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、「退職給付会計に関する実務

指針（中間報告）」（日本公認会

計士協会 会計制度委員会報告第

13号）に定める簡便法（期末自己

都合要支給額を退職給付債務とす

る方法）により、当連結会計年度

末において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

       同左  同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

① ヘッジ会計の方法 

     同左 

① ヘッジ会計の方法 

 同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

     同左 

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左 

  ③ ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを低減

させるため金利スワップにより

ヘッジを行っております。 

③ ヘッジ方針 

     同左 

③ ヘッジ方針 

 同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時

点までの期間において、ヘッジ

対象とヘッジ手段の相場変動の

累計を比較し、両者の変動額等

を基礎にして判断しておりま

す。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

     同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

(7）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっており、控除対象

外消費税及び地方消費税は、発生年

度の期間費用として処理しておりま

す。 

消費税等の会計処理 

      同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

       同左  同左 



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

 当社は平成18年12月12日を払込期日

とする新株式発行により資本金が１億

円超となったため、法人事業税におけ

る外形標準課税制度の適用をうけるこ

ととなりました。 

 そのため、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準実務対応報告第12号）に

従い、法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理

費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費は

51百万円増加し、営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益が同額減

少しております。 

 また、これに伴い税効果会計に使用

する法定実効税率を前連結会計年度の

42.05％から40.70％に変更しておりま

す。 

 なお、この変更による影響は軽微で

あります。 

    ──────── 当社は、平成18年12月12日を払込期日

とする新株式発行により資本金が１億

円超となったため、法人事業税におけ

る外形標準課税制度の適用をうけるこ

ととなりました。 

 そのため、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い、法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び一

般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

は、80百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益が同

額減少しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年５月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

549百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

670百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

617百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

現金及び預金 49百万円

たな卸資産 80,263  

有形固定資産 4,158  

投資その他の資産

（定期預金） 
60  

合計 84,530  

 なお、上記の他に連結上相殺消去され

ているその他の関係会社有価証券１百万

円を担保に供しています。 

現金及び預金 120百万円

たな卸資産 113,585  

有形固定資産 4,206  

合計 117,911  

 なお、上記の他に連結上相殺消去され

ている関係会社株式３百万円、その他の

関係会社有価証券０百万円を担保に供し

ています。 

現金及び預金 115百万円

たな卸資産 115,427  

有形固定資産 4,245  

合計 119,787  

 担保付債務は次のとおりであります。 

  なお、上記の他に長期借入金5,168百万

円に対して、たな卸資産5,087百万円を登

記留保として提供しております。 

短期借入金 10,008百万円

一年以内返済予定長

期借入金 
12,192  

長期借入金 54,740  

合計 76,940  

 担保付債務は次のとおりであります。 

 なお、上記の他に短期借入金5,300百

万円、流動負債(その他)599百万円、固

定負債(その他)899百万円、長期借入金

5,935百万円に対して、たな卸資産

13,896百万円を登記留保として提供して

おります。 

短期借入金 12,610百万円

一年以内返済予定長

期借入金 
37,491  

長期借入金 52,407  

合計 102,510  

 担保付債務は次のとおりであります。 

 なお、上記の他に流動負債(その他)599

百万円、固定負債(その他)1,198百万円、

長期借入金5,168百万円に対して、たな卸

資産7,377百万円を登記留保として提供し

ております。 

短期借入金 13,025百万円

一年以内返済予定長

期借入金 
30,425  

長期借入金 62,904  

合計 106,355  

※３ ──────── ※３ ──────── ※３ たな卸資産の保有目的の変更 

 当連結会計年度において、たな卸資産

を保有目的の変更により、有形固定資産

（建物26百万円、土地46百万円）に振り

替えております。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 

至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

広告宣伝費 481百万円 

販売促進費  365 
その他販売経費 426 
従業員給与及び賞与 282 
減価償却費 18 
賞与引当金繰入額 366 
役員賞与引当金繰入

額 
17 

貸倒引当金繰入額 0 
退職給付費用 0 
租税公課 295 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

広告宣伝費 830百万円

販売促進費 303 
その他販売経費 1,592 
従業員給与及び賞与 404 
租税公課 551 
減価償却費 34 
賞与引当金繰入額 892 
役員賞与引当金繰入

額 
42 

貸倒引当金繰入額 0 
退職給付費用 1 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

広告宣伝費 808百万円

販売促進費  559 
その他販売経費  873 
従業員給与及び賞与 963 
租税公課  644 
減価償却費  46 
賞与引当金繰入額 321 
役員賞与引当金繰入

額 
43 

貸倒引当金繰入額 1 
退職給付費用 2 

※２ 固定資産除却損の内訳 

建物 7百万円 

建物附属設備 0 
器具及び備品 1 

※２  ──────── ※２ 固定資産除却損の内訳 

建物 7百万円

建物附属設備 0 
器具及び備品 1 

※３  ────────  ※３  ──────── ※３ 当連結会計年度において、以下の資産

について減損損失を計上いたしました。 

種類 場所 

 のれん ― 

        平成19年５月21日をもって、連結子会  

社の有限会社東山レジデンシャルタワー

ズが解散を決議したことにより、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として特別損失に計上して

おります。 

 なお、当該資産の回収可能価額は零と

して減損損失を判定しております。   

  



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自平成18年６月１日 至平成18年11月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)当中間連結会計期間による増加は、平成18年９月14日付で行った株式分割（１：５）によるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

(注)１．当中間連結会計期間における増加は、平成18年９月14日付で行った株式分割（１：５）によるものでありま

す。 

 ２．当中間連結会計期間における減少は、新株予約権の失効によるものであります。 

 ３．当該新株予約権は権利行使可能なものであります。 

 ４．当該新株予約権の行使期間は未到来であります。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式(注) 10,100 40,400 － 50,500 

合計 10,100 40,400 － 50,500 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

平成17年 

第１回新株予約権 

（ストック・オプション） 

(注)１,４ 

普通株式 490 1,960 － 2,450 － 

平成17年 

第２回新株予約権 

(注)１,３ 

普通株式 40 160 － 200 － 

平成17年 

第３回新株予約権 

（ストック・オプション） 

(注)１,２,４ 

普通株式 230 876 21 1,085 － 

 

平成18年 

第４回新株予約権 

（ストック・オプション） 

(注)１,２,４ 

普通株式 250 980 20 1,210 － 

連結子会社 － － － － － － － 

合計 － － － － － － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年８月28日 

定時株主総会 
普通株式 111 11,000 平成18年５月31日 平成18年８月29日 



(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

当中間連結会計期間（自平成19年６月１日 至平成19年11月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)当中間連結会計期間の増加は、新株予約権の権利行使によるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

(注)１．当中間連結会計期間における減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

  ２．当中間連結会計期間における減少は、新株予約権の失効によるものであります。 

  ３．当該新株予約権は権利行使可能なものであります。 

  ４．当該新株予約権の行使期間は未到来であります。 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年１月15日 

取締役会 
普通株式 202 利益剰余金  4,000 平成18年11月30日 平成19年２月15日

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式(注) 323,500 12,250 － 335,750 

合計 323,500 12,250 － 335,750 

自己株式        

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

平成17年 

第１回新株予約権 

（ストック・オプション） 

(注)１,３ 

普通株式 12,250 － 12,250 － － 

平成17年 

第３回新株予約権 

（ストック・オプション） 

(注)２,４ 

普通株式 5,425 － 200 5,225 － 

 

平成18年 

第４回新株予約権 

（ストック・オプション） 

(注)２,４ 

普通株式 6,050 － 100 5,950 － 

 

平成18年 

第５回新株予約権 

（ストック・オプション） 

(注)４ 

普通株式 4,200 － － 4,200 － 

連結子会社 － － － － － － － 

合計 － － － － － － 



３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

前連結会計年度（自平成18年６月１日 至平成19年５月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び総数に関する事項 

(注)普通株式の発行済み株式総数の増加の内訳は以下の通りであります。 

平成18年９月14日付株式分割（１：５）による増加    40,400株 

公募による新株の発行による増加            11,500株 

第三者割当による新株の発行による増加                 2,500株 

新株予約権の権利行使による新株の発行による増加         200株 

平成19年４月１日付株式分割（１：５）による増加     258,800株  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年８月29日 

定時株主総会 
普通株式 647 2,000 平成19年５月31日 平成19年８月30日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年１月15日 

取締役会 
普通株式 503 利益剰余金  1,500 平成19年11月30日 平成20年２月18日

株式の種類 

前連結会計年度末の

株式数 

（株） 

当連結会計年度 

増加株式数 

（株） 

当連結会計年度 

減少株式数 

（株） 

当連結会計年度末 

の株式数 

（株） 

発行済株式        

普通株式 10,100 313,400 ― 323,500 

合  計 10,100 313,400 ― 323,500 

自己株式        

普通株式 ― ― ― ― 

合  計 ― ― ― ― 

決議日 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年８月28日 

定時株主総会 
普通株式 111 11,000 平成18年５月31日 平成18年８月29日 

平成19年１月15日 

取締役会 
普通株式 202 4,000 平成18年11月30日 平成19年２月15日 

決議日 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資  
１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年８月29日 

定時株主総会 
普通株式 647 利益剰余金 2,000 平成19年５月31日 平成19年８月30日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成18年11月30日現在） 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成19年11月30日現在） 

※１．現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  

（平成19年５月31日現在） 

現金及び預金 3,937百万円

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△243 

現金及び現金同

等物 
3,694 

現金及び預金 13,497百万円

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△60 

現金及び現金同

等物 
13,437 

現金及び預金 3,584百万円

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△115 

現金及び現金同

等物 
3,469 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日 

至 平成19年11月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、及び期末残高相当額 

（注）   取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

器具及び
備品 

26 8 18 

合計 26 8 18 

（注）   取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

車両運搬
具 

3 0 3 

器具及び
備品 

30 16 14 

合計 34 17 17 

（注）   取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

器具及び
備品 

35 14 21 

合計 35 14 21 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

（注）   未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

１年内 8百万円

１年超 10  

合計 18  

同左 

１年内 10百万円

１年超 6  

合計 17  

（注）   未経過リース料期末残高相当額

は、  未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

１年内 10百万円

１年超 10  

合計 21  

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4百万円

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 4百万円

支払リース料 9百万円

減価償却費相当額 9百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．           ───── ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

  １年内 1百万円

１年超 3  

合計 4  

１年内 1百万円

１年超 4  

合計 5  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年11月30日） 

１．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成19年11月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成19年５月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 56 

優先出資証券 175 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 56 59 2 

(2）債券      

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 56 59 2 

合計 56 59 2 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

優先出資証券 195 

匿名組合出資金 206 

種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 56 79 23 

(2）債券      

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 56 79 23 

合計 56 79 23 



２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年11月30日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っていますが、ヘッジ会計を適用しているので注記の対象から除いております。 

当中間連結会計期間末（平成19年11月30日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っていますが、ヘッジ会計を適用しているので注記の対象から除いております。 

前連結会計年度末（平成19年５月31日） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っていますが、ヘッジ会計を適用しているので注記の対象から除いております。 

次へ 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

優先出資証券 195 

匿名組合出資金 165 



（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自平成18年６月１日 至平成18年11月30日） 

１.ストック・オプションにかかる当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 当社はストック・オプションの付与日現在において、非上場のため、当該ストック・オプションは単位当た

りの本源的価値の見積もりによって算定しており、付与時における本源的価値合計が零のため、費用は計上し

ておりません。 

２.当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容  

（注）１．株式数に換算して記載しております。 

２．権利行使の条件は以下の通りです。 

① 対象者は権利行使時において当社又は当社の関係会社の取締役・監査役又は従業員であることを要し、それ

以外の場合には新株予約権を行使できないものとする。なお、当社又は当社の関係会社の取締役・監査役を任

期満了により退任した場合、従業員が定年若しくは会社都合で退職した場合、その他対象者の退任又は退職後

の権利行使につき正当な理由があると取締役会が認めた場合はこの限りではない。 

② 対象者の相続人による行使は認めない。  

③ 新株予約権者はその割当数の一部又は全部を行使することができる。ただし、各新株予約権の１個未満の行

使はできないものとする。 

④ その他の新株予約権の行使条件は、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによ

る。  

 ３．本新株予約権付与日現在において、当社は非上場であり、権利行使価格は、当社普通株式がジャスダック証券

取引所に上場する場合における公募価格（株式上場に際して行う公募増資における発行価格をいう）としている

ため、記載しておりません。なお、平成18年12月４日に公募価格が620,000円に決定されたことに伴い、権利行

使価格も620,000円となりました。 

 ４．本新株予約権付与日現在、当社は非上場であるため、公正な評価単価に代え、本源的価値の見積もりによって

おります。 

  

当中間連結会計期間（自平成19年６月１日 至平成19年11月30日） 

当中間連結会計期間において、ストック・オプション、自社株式オプションの付与又は自社の株式の交付を行っ

ていないため、該当事項はありません。 

  第５回新株予約権  

 付与対象者の区分及び人数 従業員 30名（執行役員１名を含む） 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数 (注)１ 普通株式 900株 

 付与日 平成18年８月28日 

 権利確定条件  （注)２ 

 対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。 

 権利行使期間  平成20年11月１日～平成25年10月31日 

 権利行使価格（円） (注)３ 公募価格 

 付与日における公正な評価単価（円） (注)４ －  



前連結会計年度（自平成18年６月１日 至平成19年５月31日） 

１.ストック・オプションにかかる当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 当社はストック・オプションの付与日現在において、非上場のため、当該ストック・オプションは単位当た

りの本源的価値の見積もりによって算定しており、付与時における本源的価値合計が零のため、費用は計上し

ておりません。 

    ２.当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

（注）１．株式数に換算して記載しております。 

２．平成18年９月14日付及び平成19年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合をもって分割する株式分割を 

それぞれ行っておりますが、上記株式数は当該株式分割調整後の株式数を記載しております。 

３．平成18年９月14日付及び平成19年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合をもって分割する株式分割を 

それぞれ行っておりますが、上記権利行使価格は当該株式分割調整後の権利行使価格を記載しております。 

４．権利行使の条件は以下の通りです。 

① 対象者は権利行使時において当社又は当社の関係会社の取締役・監査役又は従業員であることを要し、それ

以外の場合には新株予約権を行使できないものとする。なお、当社又は当社の関係会社の取締役・監査役を任

期満了により退任した場合、従業員が定年若しくは会社都合で退職した場合、その他対象者の退任又は退職後

の権利行使につき正当な理由があると取締役会が認めた場合はこの限りではない。 

② 対象者の相続人による行使は認めない。  

③ 新株予約権者はその割当数の一部又は全部を行使することができる。ただし、各新株予約権の１個未満の行

使はできないものとする。 

④ その他の新株予約権の行使条件は、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによ

る。  

５．権利行使の条件は以下の通りです。 

① 対象者が社外コンサルティング契約締結先の場合、権利行使時においても、当社と協力関係にあることを要

する。 

② 新株予約権の合併による承継は認めない。  

③ 対象者はその割当数の一部または全部を行使することができる。ただし、各新株予約権の１個未満の行使は

できないものとする。  

④ その他の新株予約権の行使条件は、当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによ

る。  

 ６．権利行使開始日を平成18年６月１日から平成18年５月１日に変更しております。 

 ７．権利行使開始日を平成20年９月１日から平成20年11月１日に変更しております。 

  平成18年５月期 ① 平成18年５月期 ② 平成18年５月期 ③ 平成18年５月期 ④ 平成19年５月期⑤

付与対象者の 

区分別人数 

当社取締役 ３名 

当社従業員 ７名 
２社 

当社監査役 ３名

当社従業員 62名
当社従業員 65名 当社従業員 30名

ストック・ 

オプションの数

（注) １ 

普通株式 

12,500株 

(注) ２ 

普通株式 

26,000株 

(注) ２ 

普通株式 

6,250株 

(注) ２ 

普通株式 

6,250株 

(注) ２ 

普通株式 

4,500株 

(注) ２ 

付与日 平成17年６月30日  平成17年６月30日  平成17年11月30日 平成18年４月30日 平成18年８月31日

権利確定条件  （注）４ （注）５ （注）４  （注）４  （注）４  

対象勤務期間 
対象勤務期間の定

めはありません。 

 対象勤務期間の定

めはありません。

対象勤務期間の定

めはありません。

対象勤務期間の定

めはありません。 

対象勤務期間の定

めはありません。

権利行使期間 
平成19年６月１日 

平成24年５月31日 

平成18年５月１日

平成23年５月31日

（注）６ 

平成19年12月１日

平成24年11月30日

平成19年12月１日 

平成24年11月30日 

平成20年11月１日

平成25年10月31日

(注) ７ 

権利行使価格（円） 

（注）３ 
2,600 2,600 6,000 6,000 124,000 

付与日における公正

な評価単価 
－ － － － － 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年６月１日 至平成18年11月30日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業区分の主要な事業の内容 

不動産開発事業……マンション等の開発・販売 

資産活性化事業……収益不動産再生及び土地再開発等 

賃貸その他事業……オフィスビル・マンションの賃貸 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は791百万円であり、その主なもの

は総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

当中間連結会計期間（自平成19年６月１日 至平成19年11月30日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業区分の主要な事業の内容 

不動産開発事業……マンション等の開発・販売 

資産活性化事業……収益不動産再生及び土地再開発等 

賃貸その他事業……オフィスビル・マンションの賃貸 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,491百万円であり、その主なも

のは総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

 
不動産開発 

事業 
（百万円） 

資産活性化 
事業 

 （百万円）

賃貸その他 
事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益            

(1）外部顧客に対する売上高 8,262 37,497 329 46,090 － 46,090 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － － 

計 8,262 37,497 329 46,090 － 46,090 

営業費用 7,600 28,868 202 36,670 791 37,462 

営業利益 662 8,629 127 9,419 (791) 8,627 

 
不動産開発 

事業 
（百万円） 

資産活性化 
事業 

 （百万円）

賃貸その他 
事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益            

(1）外部顧客に対する売上高 5,229 68,858 299 74,387 － 74,387 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － － 

計 5,229 68,858 299 74,387 － 74,387 

営業費用 5,727 48,959 227 54,915 1,491 56,406 

営業利益（又は営業損失

（△）） 
△498 19,898 72 19,472 (1,491) 17,981 



前連結会計年度（自平成18年６月１日 至平成19年５月31日） 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業区分の主要な事業の内容 

不動産開発事業……マンション等の開発・販売 

資産活性化事業……収益不動産再生及び土地再開発等 

賃貸その他事業……オフィスビル、マンションの賃貸 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,745百万円であり、その主なも

のは総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年６月１日 至平成18年11月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年６月

１日 至平成19年11月30日）及び前連結会計年度（自平成18年６月１日 至平成19年５月31日）において、本

邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年６月１日 至平成18年11月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年６月

１日 至平成19年11月30日）及び前連結会計年度（自平成18年６月１日 至平成19年５月31日）において、海

外売上高がないため該当事項はありません。 

 
不動産開発 

事業 
（百万円） 

資産活性化 
事業 

 （百万円）

賃貸その他 
事業 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益            

(1）外部顧客に対する売上高 12,115 67,617 672 80,406 ― 80,406 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
― ― ― ― ― ― 

計 12,115 67,617 672 80,406 ― 80,406 

営業費用 10,921 53,949 364 65,236 1,745 66,981 

営業利益 1,193 13,667 307 15,169 (1,745) 13,424 



（１株当たり情報） 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日) 

１株当たり純資産額 144,925円38銭  70,771円99銭  49,743円55銭 

１株当たり中間（当期）純利

益金額 
79,534円70銭  24,825円79銭  17,228円61銭 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 

  なお、潜在株式調整後

１株当たり中間純利益金

額については、新株予約

権の残高はありますが、

当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握

できませんので記載して

おりません。 

 当社は、平成18年９月

14日付で普通株式１株に

つき５株の株式分割を行

っております。 

 なお、当該株式分割が

前期首に行われたと仮定

した場合の前連結会計年

度における１株当たり情

報については、以下のと

おりとなります。 

  

 なお、前連結会計年度に

おける潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が

存在しないため記載して

おりません。 

前連結会計年度

１株当たり純資産額 

67,597円65銭 

１株当たり当期純利益 

39,045円95銭 

          23,843円97銭 15,812円82銭 

 平成18年９月14日付で株

式１株につき５株の株式分

割、平成19年４月１日付で

株式１株につき５株の株式

分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前

期首に行われたと仮定した

場合の前連結会計年度にお

ける１株当たり情報につい

ては、以下のとおりであり

ます。 

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、新株予約権の残

高はありますが、当社株式

は非上場であり、期中平均

株価が把握できませんので

記載しておりません。 

前連結会計年度

１株当たり純資産額 

13,519円53銭 

１株当たり当期純利益 

7,809円19銭 



 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当り中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 4,016 8,297 4,901 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － ― 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
4,016 8,297 4,901 

期中平均株式数（株） 50,500 334,216 284,482 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式増加数（株） － 13,762 25,471 

（うち新株予約権） (－) (13,762) (25,471) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

 新株予約権５種類（新

株予約権の目的となる株

式の数 5,845株） 

      ───── ───── 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日  
至 平成18年11月30日）  

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日  
至 平成19年11月30日）  

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

 平成18年11月９日及び平成18年11月

22日開催の取締役会において、下記の

とおり新株式の発行を決議し、平成18

年12月12日に払込が完了いたしまし

た。 

 この結果、平成18年12月12日付で資

本金は3,397百万円、発行済株式総数

は62,000株となっております。 

① 募集方法 ：一般募集 

(ブックビルディン

グ方式による募集)

② 発行する株式

の種類及び数

：普通株式 

11,500株

③ 発行価格 ：１株につき 

 620,000円

一般募集はこの価格にて行いまし

た。 

④ 引受価額 ：１株につき 

576,600円

この価額は当社が引受人より１株

当たりの新株式払込金として受取

った金額であります。 

なお、発行価格と引受価額との差

額の総額は、引受人の手取金とな

ります。 

⑤ 発行価額 ：１株につき 

467,500円

 

⑥ 資本組入額 ：１株につき 

288,300円

⑦ 発行価額の総

額 

：   5,376百万円

⑧ 払込金額の総

額 

：   6,630百万円

⑨ 払込期日 ：平成18年12月12日

⑩ 資金の使途 ：運転資金 

       ─────       ───── 

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年６月１日  
至 平成18年11月30日）  

当中間連結会計期間 
（自 平成19年６月１日  
至 平成19年11月30日）  

前連結会計年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

 平成18年11月９日及び平成18年11月

22日開催の取締役会において、下記の

とおり第三者割当増資による株式発行

を決議し、平成19年１月12日に払込が

完了いたしました。 

 この結果、平成19年１月12日付で資

本金は4,118百万円、発行済株式総数

は64,500株となっております。 

① 割当先 ：大和証券エスエム

ビーシー株式会社

② 発行する株式

の種類及び数

：普通株式 

2,500株

③ 割当価格 ：１株につき 

 576,600円

 資本組入額 

288,300円

④ 発行価額 ：１株につき 

 467,500円

⑤ 払込金額の総

額 

：   1,441百万円

⑥ 発行価額の総

額 

：   1,168百万円

⑦ 払込期日 ：平成19年１月12日

⑧ 資金の使途 ：運転資金 

    



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年11月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年11月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金 ※２ 2,434     8,107     1,475     

２．売掛金   12     245     29     

３．たな卸資産 
※

2,4,6 
70,916     126,234     118,586     

４．その他 ※５ 1,748     4,382     2,637     

貸倒引当金   △2     △4     △3     

流動資産合計     75,109 86.7   138,966 91.0   122,726 93.2 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 
※

1,2,4 
4,492     4,650     4,497     

２．無形固定資産   41     72     54     

３．投資その他の資
産 

                    

 (1)その他の関係会
社有価証券 

※２ －     7,838     3,027     

 (2)その他 ※２ 7,026     1,171     1,316     

 貸倒引当金   －     △0     －     

投資その他の 
資産合計 

  7,026     9,010     4,343     

固定資産合計     11,560 13.3   13,733 9.0   8,895 6.8 

資産合計     86,670 100.0   152,699 100.0   131,621 100.0 

            

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形   1,109     1,304     －     

２．買掛金   394     1,706     1,643     

３．短期借入金 ※２ 8,328     18,160     14,558     

４．一年以内返済予
定長期借入金 

※２ 12,092     37,487     30,321     

５．賞与引当金   379     927     340     

６．役員賞与引当金   17     63     43     

７．その他 ※2,5 5,339     12,760     6,944     

流動負債合計     27,660 31.9   72,409 47.4   53,852 40.9 

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年11月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年11月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債                     

１．長期借入金 ※2,6 50,122     54,678     58,921     

２．退職給付引当金   6     8     7     

３．その他 ※２ 1,269     1,607     2,588     

固定負債合計     51,399 59.3   56,294 36.9   61,517 46.8 

負債合計     79,060 91.2   128,704 84.3   115,370 87.7 

                      

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     82 0.1   4,135 2.7   4,120 3.1 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   32     4,085     4,070     

資本剰余金合計     32 0.0   4,085 2.7   4,070 3.1 

３．利益剰余金                     

(1）利益準備金   3     3     3     

(2）その他利益剰
余金 

                    

別途積立金   395     395     395     

繰越利益剰余
金 

  7,104     15,378     7,655     

利益剰余金合計     7,502 8.7   15,777 10.3   8,053 6.1 

株主資本合計     7,617 8.8   23,999 15.7   16,243 12.3 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

  １．その他有価証券
評価差額金 

    － －   1 0.0   13 0.0 

２．繰延ヘッジ損益     △7 △0.0   △6 △0.0   △6 △0.0 

評価・換算差額等
合計 

    △7 △0.0   △4 △0.0   7 0.0 

純資産合計     7,609 8.8   23,994 15.7   16,251 12.3 

負債純資産合計     86,670 100.0   152,699 100.0   131,621 100.0 

                



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 売上高     45,415 100.0   65,810 100.0   72,400 100.0 

Ⅱ 売上原価     34,588 76.2   45,443 69.1   54,966 75.9 

売上総利益     10,826 23.8   20,366 30.9   17,433 24.1 

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

    2,585 5.7   5,374 8.1   5,027 7.0 

営業利益     8,241 18.1   14,992 22.8   12,406 17.1 

Ⅳ 営業外収益 ※１   283 0.6   3,103 4.7   491 0.6 

Ⅴ 営業外費用 ※２   1,518 3.3   2,600 4.0   3,721 5.1 

経常利益     7,006 15.4   15,495 23.5   9,176 12.6 

Ⅵ 特別損失 ※３   13 0.0   87 0.1   306 0.4 

税引前中間
（当期）純利
益 

    6,992 15.4   15,408 23.4   8,870 12.2 

法人税、住民
税及び事業税 

  3,074     7,419     4,283     

法人税等調整
額 

  △197 2,876 6.3 △380 7,038 10.7 △282 4,001 5.5 

中間（当期）
純利益 

    4,116 9.1   8,370 12.7   4,869 6.7 

              



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間（自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日） 

 

株主資本 
評価・換算 
差額等 

純資産 
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
繰延ヘッジ 

損益 別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年５月31日 
残高（百万円） 

82 32 3 395 3,099 3,497 3,612 △7 3,605 

中間会計期間中の
変動額                  

剰余金の配当         △111 △111 △111   △111 

中間純利益         4,116 4,116 4,116   4,116 

株主資本以外の 
項目の中間会計期
間中の変動額(純
額) 

              △0 △0 

中間会計期間中の
変動額合計（百万
円） 

－ － － － 4,005 4,005 4,005 △0 4,004 

平成18年11月30日 
残高（百万円） 

82 32 3 395 7,104 7,502 7,617 △7 7,609 

 

株主資本 
  

 評価・換算差額等 
  

純資産 
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

  
その他有
価証券評
価差額金

  

繰延ヘッ
ジ損益 

評価・換算
差額等合計 

資本準備金
利益準備

金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成19年５月31日 
残高（百万円） 

4,120 4,070 3 395 7,655 8,053 16,243 13 △6 7 16,251 

中間会計期間中の
変動額                      

新株の発行 15 15         31       31 

剰余金の配当         △647 △647 △647       △647 

中間純利益         8,370 8,370 8,370       8,370 

株主資本以外の 
項目の中間会計
期間中の変動額
(純額) 

              △11 △0 △12 △12 

中間会計期間中の
変動額合計（百万
円） 

15 15 － － 7,723 7,723 7,755 △11 △0 △12 7,742 

平成19年11月30日 
残高（百万円） 

4,135 4,085 3 395 15,378 15,777 23,999 1 △6 △4 23,994 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日） 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 
合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

その他
有価証券
評価 
差額金 

繰延 
ヘッジ 
損益 

評価・ 
換算差額
等合計 資本準備金

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年５月31日 
残高（百万円） 

82 32 3 395 3,099 3,497 3,612 ― △7 △7 3,605 

事業年度中の変動
額                      

 新株の発行 4,037 4,037         8,075       8,075 

 剰余金の配当         △313 △313 △313       △313 

 当期純利益         4,869 4,869 4,869       4,869 

株主資本以外の 
項目の事業年度
中の変動額(純
額) 

              13 1 15 15 

事業年度中の変動
額合計（百万円） 

4,037 4,037 － － 4,556 4,556 12,631 13 1 15 12,646 

平成19年５月31日 
残高（百万円） 

4,120 4,070 3 395 7,655 8,053 16,243 13 △6 7 16,251 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間末 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間末 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 なお、匿名組合への出資に

ついては、組合財産の持分相

当額により評価し、組合の営

業により獲得した損益の持分

相当額を当中間会計期間の損

益として計上しております。

  

(1）有価証券 

子会社株式 

 同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

   なお、匿名組合への出資に

ついては、組合財産の持分相

当額により評価し、組合の営

業により獲得した損益の持分

相当額を当中間会計期間の損

益として計上しております。

(1）有価証券 

子会社株式 

 同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 なお、匿名組合への出資に

ついては、組合財産の持分相

当額により評価し、組合の営

業により獲得した損益の持分

相当額を当事業年度の損益と

して計上しております。 

  (2）販売用不動産及び仕掛販売用不

動産 

個別法による原価法 

(2）販売用不動産及び仕掛販売用不

動産 

同左 

(2）販売用不動産及び仕掛販売用不

動産 

同左 

  (3）貯蔵品 

終仕入原価法 

  

(3）貯蔵品 

同左 

  

(3）貯蔵品 

同左 

  

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物       10～50年

車両運搬具      ６年

器具及び備品   ３～15年

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備は除く） 

   イ 平成10年3月31日以前に取

得したもの 

   旧定率法 

ロ 平成10年４月１日から平成

19年３月31日までに取得し

たもの 

   旧定額法 

ハ 平成19年４月１日以降に取

得したもの 

   定額法 

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備は除く） 

同左 

  

     建物以外 

 イ 平成19年３月31日以前に取 

得したもの 

  旧定率法 

  ロ 平成19年４月１日以降に取 

得したもの 

  定率法 

   なお、主な耐用年数は以下 

  のとおりであります。 

  建物      10～50年 

  車両運搬具     ６年 

  器具及び備品  ３～15年 

  

建物以外 

同左 

 



項目 
前中間会計期間末 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間末 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

         ―――― （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、平成19

年3月31日以前に取得した資産に

ついては、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用により

取得価額の5％に達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の

5％相当額と備忘価額との差額を5

年間にわたって均等償却し、減価

償却費に含めて計上しています。

 これによる損益に与える影響は

軽微であります。  

（固定資産の減価償却方法の変更） 

 平成19年度の法人税法の改正

（（所得税法等の一部を改正する

法律 平成19年３月30日 法律第

６号）及び（法人税法施行令の一

部を改正する政令 平成19年３月

30日政令第83号））に伴い、平成

19年４月１日以降に取得したもの

については、改正後の法人税法に

基づく方法に変更しております。

 これによる損益に与える影響は

軽微であります。  

  (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法 

(2）無形固定資産 

同左 

  

  

  

(2）無形固定資産 

同左 

  

  

  

３．繰延資産の処理方法  株式交付費は、支出時に全額費用

として処理しております。 

  

同左 同左 

  

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については、貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1）貸倒引当金 

 同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるた

め、賞与支給見込額のうち当中間

会計期間に負担すべき額を計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるた

め、賞与支給見込額のうち当事業

年度に負担すべき額を計上してお

ります。 

  (3）役員賞与引当金 

 役員の賞与支給に備えるため、

賞与支給見込額のうち当中間会計

期間に負担すべき額を計上してお

ります。 

(3）役員賞与引当金 

同左 

(3）役員賞与引当金 

 役員の賞与支給に備えるため、

賞与支給見込額のうち当事業年度

に負担すべき額を計上しておりま

す。 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、「退職給付会計に関する実務

指針（中間報告）」（日本公認会

計士協会 会計制度委員会報告第

13号）に定める簡便法（期末自己

都合要支給額を退職給付債務とす

る方法）により、当中間会計期間

末において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

  

(4）退職給付引当金 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、「退職給付会計に関する実務

指針（中間報告）」（日本公認会

計士協会 会計制度委員会報告第

13号）に定める簡便法（期末自己

都合要支給額を退職給付債務とす

る方法）により、当事業年度末に

おいて発生していると認められる

額を計上しております。 

  

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

  

同左 

  

  

  

  

  

同左 

  

  

  

  

  

 



項目 
前中間会計期間末 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間末 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段……金利スワップ 

ヘッジ対象……借入金 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを低

減させるため金利スワップによ

りヘッジを行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段の相場変動

の累計を比較し、両者の変動額

等を基礎にして判断しておりま

す。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

  

  

  

  

  

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっており、控除対象

外消費税及び地方消費税は、発生年

度の期間費用として処理しておりま

す。 

  

消費税等の会計処理 

同左 

  

  

  

  

  



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

──────── (中間貸借対照表) 

 前中間会計期間において投資その他の資産の「その他」

に含めて表示しておりました「その他の関係会社有価証

券」(前中間会計期間末2,241百万円)については、資産総

額の100分の５超となったため、当中間会計期間より区分

掲記しております。 

前中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

 当社は平成18年12月12日を払込期日

とする新株式発行により資本金が１億

円超となったため、法人事業税におけ

る外形標準課税制度の適用をうけるこ

ととなりました。 

 そのため、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企業

会計基準実務対応報告第12号）に従

い、法人事業税の付加価値割及び資本

割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費は

51百万円増加し、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益が同額減少して

おります。 

 また、これに伴い税効果会計に使用

する法定実効税率を前事業年度の

42.05％から40.70％に変更しておりま

す。 

 なお、この変更による影響は軽微で

あります。 

────────  当社は、平成18年12月12日を払込期

日とする新株式発行により資本金が１

億円超となったため、法人事業税にお

ける外形標準課税制度の適用をうける

こととなりました。 

 そのため、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号）に

従い、法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理

費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

は、80百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が同額減少

しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年11月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年11月30日） 

前事業年度 
（平成19年５月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

549百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

670百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

617百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

現金及び預金 49百万円

たな卸資産 63,835  

有形固定資産 4,158  

投資その他の資産

（定期預金） 
60  

合計 68,103  

  なお、上記の他にその他の関係会社有

価証券０百万円を関係会社の長期借入金の

担保として差入れております。 

現金及び預金 120百万円

たな卸資産 101,008  

有形固定資産 4,206  

合計 105,334  

 なお、上記の他にその他の関係会社有

価証券０百万円を関係会社の長期借入金

の担保として差入れております。 

現金及び預金 115百万円

たな卸資産 103,633  

有形固定資産 4,245  

合計 107,994  

 担保付債務は次のとおりであります。 

 なお、上記の他に長期借入金1,568百万

円に対して、たな卸資産1,672百万円を登

記留保として提供しております。 

短期借入金 7,908百万円

一年以内返済予定長

期借入金 
12,092  

長期借入金 45,140  

合計 65,140  

 担保付債務は次のとおりであります。 

 なお、上記の他に短期借入金5,300百

万円、流動負債(その他)599百万円、固

定負債(その他)899百万円、長期借入金

1,685百万円に対して、たな卸資産9,579

百万円を登記留保として提供しておりま

す。 

短期借入金 12,610百万円

一年以内返済予定長

期借入金 
37,487  

長期借入金 41,993  

合計 92,092  

 担保付債務は次のとおりであります。 

 なお、上記の他に流動負債(その他)599

百万円、固定負債(その他)1,198百万円、

長期借入金1,568百万円に対してたな卸資

産3,953百万円を登記留保として提供して

おります。 

短期借入金 13,025百万円

一年以内返済予定長

期借入金 
30,321  

長期借入金 52,938  

合計 96,285  

３ 保証債務 

 次の関係会社等について、金融機関か

らの借入に対し債務保証を行っておりま

す。 

保証先 
金額 

（百万円） 
内容 

合同会社タ
ワープレイ
ス東陽町 

1,500 借入債務 

計 1,500 － 

３ 保証債務 

 次の関係会社等について、金融機関か

らの借入に対し債務保証を行っておりま

す。 

保証先 
金額 

（百万円）
内容 

合同会社ト
ラストワン
ビル 

417  借入債務 

計 417  － 

３ 保証債務 

 次の関係会社等について、金融機関か

らの借入に対し債務保証を行っておりま

す。 

保証先 
金額 

（百万円） 
内容 

合同会社ト
ラストワン
ビル 

420 借入債務 

計 420 － 

※４        ──────── ※４        ──────── ※４ たな卸資産の保有目的の変更   

  当事業年度において、たな卸資産を保

有目的の変更により、有形固定資産（建

物26百万円、土地46百万円）に振り替え

ております。 

※５ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税及び仮受消費税は相殺のう

え、流動資産の「その他」に含めており

ます。 

※５ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税及び仮受消費税は相殺のう

え、流動負債の「その他」に含めており

ます。 

※５        ──────── 

※６ 不動産流動化 

 当社が、連結子会社であるＳＳＰ特定

目的会社に対して、当社が保有するたな

卸資産を売却した取引につき、「特別目

的会社を活用した不動産の流動化に係る

譲渡人の会計処理に関する実務指針」

（日本公認会計士協会 会計制度委員会

報告第15号）に準じて、金融取引として

会計処理いたしました。 

 当該処理によって計上された主な資産

及び負債は下記の通りであります。 

たな卸資産 3,414百万円

長期借入金 3,414  

※６ 不動産流動化 

 当社が、連結子会社であるＳＳＰ特定

目的会社及び合同会社青海シーサイドプ

ロジェクトに対して、当社が保有するた

な卸資産を売却した取引につき、「特別

目的会社を活用した不動産の流動化に係

る譲渡人の会計処理に関する実務指針」

（日本公認会計士協会 会計制度委員会

報告第15号）に準じて、金融取引として

会計処理いたしました。 

 当該処理によって計上された主な資産

及び負債は下記の通りであります。 

たな卸資産 8,865百万円

長期借入金 8,865  

※６ 不動産流動化 

  当社が、連結子会社であるＳＳＰ特定

目的会社に対して、当社が保有するたな

卸資産を売却した取引につき、「特別目

的会社を活用した不動産の流動化に係る

譲渡人の会計処理に関する実務指針」

（日本公認会計士協会 会計制度委員会

報告第15号）に準じて、金融取引として

会計処理いたしました。 

  当該処理によって計上された主な資産

及び負債は下記の通りであります。 

たな卸資産 3,414百万円

長期借入金 3,414  



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

     前中間会計期間（自平成18年６月１日 至平成18年11月30日）  

     自己株式の種類及び株式数に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

    当中間会計期間（自平成19年６月１日 至平成19年11月30日）  

   自己株式の種類及び株式数に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

   前事業年度（自平成18年６月１日 至平成19年５月31日） 

   自己株式の種類及び株式数に関する事項 

    該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息          79百万円 

匿名組合投資利益     192 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息          4百万円 

匿名組合投資利益    2,976 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

 受取利息         143百万円 

 匿名組合投資利益      312 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息         880百万円 

融資手数料        438 

匿名組合投資損失     179    

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息         1,756百万円 

融資手数料         550 

匿名組合投資損失      280 

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息        2,065百万円 

融資手数料       1,282  

匿名組合投資損失      308 

※３ ──────── 

  

  

※３ 特別損失のうち主要なもの 

 本社移転費        85百万円 

  

※３ 特別損失のうち主要なもの 

関係会社株式評価損    291百万円 

４ 減価償却実施額 

有形固定資産        51百万円 

無形固定資産         3 

４ 減価償却実施額 

有形固定資産        63百万円 

無形固定資産         7 

４ 減価償却実施額 

 有形固定資産       119百万円 

 無形固定資産        8   



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 

至 平成19年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、及び期末残高相当額 

（注）  取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

器具及び
備品 

26 8 18 

合計 26 8 18 

（注）  取得価額相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

車両運搬
具 

3 0 3 

器具及び
備品 

30 16 14 

合計 34 17 17 

（注）  取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

器具及び
備品 

26 12 14 

合計 26 12 14 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

（注）  未経過リース料中間期末残高相当

額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

１年内 8百万円

１年超 10  

合計 18  

同左 

１年内 10百万円

１年超 6  

合計 17  

（注）  未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

１年内 8百万円

１年超 6  

合計 14  

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4百万円

支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4百万円

支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 8百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．           ───── ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

  １年内 1百万円

１年超 3  

合計 4  

１年内 1百万円

１年超 4  

合計 5  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日）

当中間会計期間 
（自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日）

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

１株当たり純資産額 150,690円93銭  71,465円34銭  50,236円92銭 

１株当たり中間（当期）純利

益金額 
81,509円83銭  25,044円77銭  17,116円79銭 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 

  なお、潜在株式調整後

１株当たり中間純利益金

額については、新株予約

権の残高はありますが、

当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握

できませんので記載して

おりません。   

 当社は、平成18年９月

14日付で普通株式１株に

つき５株の株式分割を行

っております。 

 なお、当該株式分割が

前期首に行われたと仮定

した場合の前事業年度に

おける１株当たり情報に

ついては、以下のとおり

となります。 

  

 なお、前事業年度におけ

る潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在

しないため記載しており

ません。 

前事業年度

１株当たり純資産額 

71,388円08銭 

１株当たり当期純利益 

41,875円74銭 

24,054円29銭  15,710円18銭 

 平成18年９月14日付で株

式１株につき５株の株式分

割、平成19年４月１日付で

株式１株につき５株の株式

分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前

期首に行われたと仮定した

場合の前事業年度における

１株当たり情報について

は、以下のとおりでありま

す。 

  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、新株予約権の残

高はありますが、当社株式

は非上場であり、期中平均

株価が把握できませんので

記載しておりません。 

前事業年度 

１株当たり純資産額 

14,277円61銭 

１株当たり当期純利益 

8,375円14銭 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年６月１日 
至 平成18年11月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年６月１日 
至 平成19年11月30日)

前事業年度 
(自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 4,116 8,370 4,869 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
4,116 8,370 4,869 

期中平均株式数（株） 50,500 334,216 284,482 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

 新株予約権５種類（新

株予約権の目的となる株

式の数 5,845株） 

───── ───── 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間  
（自 平成18年６月１日  
至 平成18年11月30日）  

当中間会計期間  
（自 平成19年６月１日  
至 平成19年11月30日）  

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

 平成18年11月９日及び平成18年11

月22日開催の取締役会において、下

記のとおり新株式の発行を決議し、

平成18年12月12日に払込が完了いた

しました。 

 この結果、平成18年12月12日付で

資本金は3,397百万円、発行済株式総

数は62,000株となっております。 

① 募集方法 ：一般募集 

(ブックビルディン

グ方式による募集)

② 発行する株式

の種類及び数

：普通株式 

11,500株

③ 発行価格 ：１株につき 

 620,000円

一般募集はこの価格にて行いまし

た。 

④ 引受価額 ：１株につき 

576,600円

この価額は当社が引受人より１株

当たりの新株式払込金として受取

った金額であります。 

なお、発行価格と引受価額との差

額の総額は、引受人の手取金とな

ります。 

⑤ 発行価額 ：１株につき 

467,500円

 

⑥ 資本組入額 ：１株につき 

288,300円

⑦ 発行価額の総

額 

：   5,376百万円

⑧ 払込金額の総

額 

：   6,630百万円

⑨ 払込期日 ：平成18年12月12日

⑩ 資金の使途 ：運転資金 

───── ───── 

 



前中間会計期間  
（自 平成18年６月１日  
至 平成18年11月30日）  

当中間会計期間  
（自 平成19年６月１日  
至 平成19年11月30日）  

前事業年度 
（自 平成18年６月１日 
至 平成19年５月31日） 

 平成18年11月９日及び平成18年11月

22日開催の取締役会において、下記の

とおり第三者割当増資による株式発行

を決議し、平成19年１月12日に払込が

完了いたしました。 

 この結果、平成19年１月12日付で資

本金は4,118百万円、発行済株式総数

は64,500株となっております。 

① 割当先 ：大和証券エスエム

ビーシー株式会社

② 発行する株式

の種類及び数

：普通株式 

2,500株

③ 割当価格 ：１株につき 

 576,600円

資本組入額 

288,300円

④ 発行価額 ：１株につき 

 467,500円

⑤ 払込金額の総

額 

：   1,441百万円

⑥ 発行価額の総

額 

：   1,168百万円

⑦ 払込期日 ：平成19年１月12日

⑧ 資金の使途 ：運転資金 

    



(2）【その他】 

 平成20年１月15日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ） 中間配当による配当金の総額‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥503百万円 

（ロ） １株当たりの金額‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥1,500円  

（ハ） 支払請求の効力発生日及び支払開始日‥‥‥‥‥‥平成20年２月18日 

（注） 平成19年11月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第21期）（自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日）平成19年８月30日関東財務局長に提出。

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成19年11月12日、平成19年12月21日及び平成19年12月21日関東財務局長に提出。 

 平成19年８月30日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１９年２月１４日 

株式会社プロパスト  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 高橋 文雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 渡邉 秀俊  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 倉持 政義  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社プロパストの平成１８年６月１日から平成１９年５月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年６

月１日から平成１８年１１月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚為の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社プロパスト及び連結子会社の平成１８年１１月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１８年６月１日から平成１８年１１月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年１２月１２日及び平成１９年１月１２日を払込期日とし

て株式を発行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成２０年２月１４日 

株式会社プロパスト  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 渡邉 秀俊  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 倉持 政義  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 竹本 啓祐  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社プロパストの平成１９年６月１日から平成２０年５月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成１９年６月１日から平成１９年１１月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社プロパスト及び連結子会社の平成１９年１１月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１９年６月１日から平成１９年１１月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                 以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１９年２月１４日 

株式会社プロパスト  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 高橋 文雄  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 渡邉 秀俊  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 倉持 政義  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社プロパストの平成１８年６月１日から平成１９年５月３１日までの第２１期事業年度の中間会計期間（平成１８年６

月１日から平成１８年１１月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株

主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚為の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社プロパストの平成１８年１１月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年

６月１日から平成１８年１１月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年１２月１２日及び平成１９年１月１２日を払込期日とし

て株式を発行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成２０年２月１４日 

株式会社プロパスト  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 渡邉 秀俊  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 倉持 政義  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 竹本 啓祐  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社プロパストの平成１９年６月１日から平成２０年５月３１日までの第２２期事業年度の中間会計期間（平

成１９年６月１日から平成１９年１１月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書

及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社プロパストの平成１９年１１月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年

６月１日から平成１９年１１月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                 以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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